
告 示

�愛媛県告示第１１２６号
保安林の指定施業要件を変更する件（平成２６年６月農林水産省告

示第８３１号）に係る通知の相手方又はその所在が不分明であるので、

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１８９条の規定により、その通知の

内容を松山市役所の掲示場に掲示するとともに、次のとおりその要

旨を告示する。

平成２６年１０月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所及び不分明又は所

在が不分明である通知の相手方
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保安林の所在場所 不分明又は所在が不分明であ
る通知の相手方 備 考

松山市米野町乙３３、乙３５
松山市小坂四丁目１２番１４号

伊 藤 忍
森林所有者

松山市米野町乙３９、乙７５
の１

松山市姫原二丁目１番１９号

清 水 彦 明
〃

松山市米野町乙６４
愛知県稲沢市六角堂町２１０番
地
尾 崎 篤 美

〃

松山市米野町乙６５
松山市東野一丁目８番３４号

尾 崎 篤 美
〃

松山市米野町乙９９
松山市吉藤二丁目１５番２４号

中 山 綾 美
〃

松山市米野町乙１０６の１
松山市立花一丁目２番４０号

小 林 亀 雄
〃

松山市米野町乙１１１の７
松山市大字湯山ノ内米野々５
番戸
伊 藤 久五郎

〃

松山市米野町乙１２２の１、
乙１２２の３、乙１２２の５

松山市畑寺二丁目１３番１６号

四国造林有限会社
地上権者

松山市米野町乙１２４
松山市東川町１１９番地

鈴 木 久 子
森林所有者

松山市米野町乙１２８から
乙１３０まで

松山市保免町７７５番３

西 岡 モト子
〃

松山市米野町乙１２８から
乙１３０まで、乙１３２

松山市保免町７７５番３

西 岡 義 雄
〃

松山市米野町乙１３６
松山市米野町１４番戸

上 田 キ ク
〃

松山市米野町乙１３７の１
山口県防府市大字仁井令１２４８
番地
植 木 正

〃

松山市米野町乙１５５
松山市保免町４２９番地

西 岡 茂
〃

松山市米野町乙１５６の２
松山市米野町７番戸

山 内 吉五郎
〃

松山市大井野町乙１、乙
２の１、乙７

松山市道後町二丁目３番１４号

河 内 ヤエ子
〃

〃
松山市河原町７番地７

武 田 アヤ子
〃

松山市大井野町乙２３
松山市大井野町７番戸

渡 部 庫 藏
〃

松山市大井野町乙５１、乙
５３から乙５５まで

松山市樽味町四丁目７番２８号

藤 久 勇 二
〃

松山市大井野町乙８４の１
松山市大井野町甲２３２番地

正 岡 勇
〃

松山市大井野町乙１０３
温泉郡湯山村大字湯山ノ内大
井野５番戸
渡 部 才次郎

〃

松山市大井野町乙１２２、
乙１２３の１

松山市大井野町甲２３２番地

正 岡 常次郎
〃

松山市大井野町乙１２３の
２

松山市大井野町９番戸

木 下 万次郎
〃

松山市大井野町乙１３７の
１

松山市持田町９１９番、９２０番、
９２１番地
脇 長 佐太郎

〃

毎週（火・金）曜日発行 第２６１１号 平成２６年１０月３日

平成２６年１０月３日金曜日 第２６１１号
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２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

変更しない

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

は、次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び松山

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１１２７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５９条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画事業を認可した。

平成２６年１０月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 施行者の名称

松山市

２ 都市計画事業の種類及び名称

松山広域都市計画道路事業

３・４・４２号 中之川通線

３ 事業施行期間

平成２６年１０月３日から

平成３３年３月３１日まで

４ 事業地

� 収用の部分

愛媛県松山市竹原町、竹原二丁目及び竹原三丁目地内

� 使用の部分

愛媛県松山市竹原三丁目地内

�愛媛県告示第１１２８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１０月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

松山市大井野町乙１５２の
３

東京都世田谷区駒沢二丁目２９
番１２号
遠 藤 侑 子

〃

松山市大井野町乙１５２の
７

松山市米野町１０番戸

尾 上 勝五郎
〃

松山市大井野町乙１８６の
１、乙１８６の２ 渡 部 才次郎 〃

松山市大井野町乙１８６の
１、乙１８６の２、乙２０９ 中 井 嘉 平 〃

〃 渡 部 次郎太 〃

松山市大井野町乙４７の１ 藤 久 藤 太 〃

松山市大井野町乙４７の１、
乙７１の１ 藤 久 五郎太 〃

松山市大井野町乙４７の１、
乙１８６の１、乙１８６の２ 脇 長 忠 八 〃

松山市大井野町乙１９３
松山市大井野町１２番戸

脇 長 好五郎
〃

〃
松山市大井野町７番戸

渡 部 廣 藏
〃

松山市大井野町乙２０９ 藤 久 良 藏 〃

〃 脇 長 好 平 〃

〃 藤 久 延太郎 〃

〃 渡 部 廣 藏 〃

松山市東川町乙１２４ 永 井 吉 郎 〃

〃 三 好 嘉平次 〃

〃 永 井 種五郎 〃

松山市東川町乙１３９、乙
１４１、乙１４２、乙１４７、乙
１４８

温泉郡重信町大字見奈良１４７４
番地６
塩 田 嘴 空

〃

松山市東川町乙１７０の１
松山市北夷子町７１番地

古 田 一 瀬
〃

松山市東川町乙１８１
松山市東川町１１９番地

鈴 木 助太郎
〃

〃
松山市東川町１番戸

永 井 惣次郎
〃

松山市東川町乙１８８
松山市三番町２７番地

間 嶋 正 俊
〃

松山市東川町乙１７６
松山市東川町甲１７７番地

渡 部 定 信
〃

松山市米野町乙１５０
松山市米野町５番戸

伊 藤 宮 廣
〃

松山市大井野町乙４８の１、
乙５９の１、乙１０９、乙１１４、
乙１１５、乙１１７、乙１１８、
乙１３３、乙１３６、乙１３７の
１、乙１５２の９、乙１５３の
１、乙１７１の１、乙１７１の
２、乙１８１から乙１８３まで、
乙１８６の１、乙１８６の２、
乙１９０、乙１９３、乙２１７

松山市生石町６０９番地

脇 長 末 一
〃

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 新居浜別子山線 新居浜市大永山字須領スズ尾３４４番７９ 平成２６年１０月３日

〃 〃
新居浜市大永山字須領スズ尾３４４番１０１から

同字３４４番９まで
〃

愛 媛 県 報平成２６年１０月３日 第２６１１号

８３６
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�愛媛県告示第１１２９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１０月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１３０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１０月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１３１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１０月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 新居浜別子山線 新居浜市船木字元船木甲４１５２番１ 平成２６年１０月３日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 池田中山線
喜多郡内子町大瀬中央２６８５番７から

同町大瀬中央２６８９番まで

旧 ５．２～９．９ ０．１３９

新 ８．４～１８．６ ０．１３９

〃 〃 喜多郡内子町大瀬北４６１８番３

旧 ４．７～７．９ ０．０５９

新 ５．３～１６．１ ０．０５９

〃 〃
喜多郡内子町大瀬北５５８６番から

同町大瀬北５５８３番まで

旧 ５．１～７．４ ０．１６７

新 ６．８～１７．１ ０．１６７

〃 〃
喜多郡内子町大瀬北５５７４番地先から

同町大瀬北４６７８番地先まで

旧 ６．１～１２．２ ０．１１９

新 ８．１～２４．５ ０．１１９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 池田中山線
喜多郡内子町大瀬中央２６８５番７から

同町大瀬中央２６８９番まで
平成２６年１０月３日

〃 〃 喜多郡内子町大瀬北４６１８番３ 〃

〃 〃
喜多郡内子町大瀬北５５８５番４から

同町大瀬北５５８４番２まで
〃

〃 〃
喜多郡内子町大瀬北５５７４番地先から

同町大瀬北４６７８番地先まで
〃

愛 媛 県 報平成２６年１０月３日 第２６１１号

８３７
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�公 告

次のとおり技術提案書の提出を招請する。

平成２６年１０月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 業務概要

� 業務名

愛媛県広域災害・救急等医療情報システム再構築業務

� 業務内容

愛媛県広域災害・救急等医療情報システム再構築業務公募型

プロポーザル手続等に関する説明書（以下「説明書」という。）

による。

� 履行期限

平成２７年３月３１日

２ 参加資格、選定項目及び評価項目

� 技術提案書の提出者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」の営業種目「情報処

理」について平成２６年度から平成２８年度までの製造の請負等に

係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められ、かつ、

「特定調達参加希望」の登録をしている業者で、次の事項に該

当するもの

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当しない者であること。

イ 参加表明書の受領の期限の日から技術提案書の受領の期限

の日までの期間に、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 技術提案書の提出者を選定するための項目

ア １で示した業務及び運用に係る組織体制等

イ １で示した業務と同種又は類似の業務の実績

� 技術提案書を特定するための評価項目

ア 組織体制等

１で示した業務及び運用に係る組織体制等

イ 実績

１で示した業務と同種又は類似の業務の実績

ウ 業務計画

１で示した業務に関する理解度及びシステムの構築に係る

スケジュールの妥当性

エ システムの開発方針

システムの構成の妥当性及び拡張性並びに提案された機能

及び仕様の妥当性

オ システムの運用及び保守管理の体制等

システムの運用及び保守管理の体制並びに情報セキュリテ

ィ対策の妥当性

カ コスト

システムの再構築、運用及び保守管理に係るコストの経済

性並びに費用削減に係る提案の実現性

３ 手続等

� 担当部局

愛媛県保健福祉部管理局医療対策課医療機関係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

�愛媛県告示第１１３２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１０月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２６年１０月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 高瀬松渓線
西予市野村町富野川５４番４から

同町富野川５５番３まで
平成２６年１０月３日

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２６年９月２２日 特定非営利活動法人
ハートリンク愛媛 眞 鍋 文 樹 松山市平田町８５３番地 この法人は、広く一般市民に対して、障害児

（者）・発達障害児（者）教育支援、放課後活
動などによる子育て支援、カウンセリング等相
談支援、学習会・後援会を通した障害及び発達
障害児（者）教育・理解啓発、障害児（者）の
生活支援、障害児（者）自立のための支援、こ
れらの活動を行う為の助言・援助に関する事業
を行う。また、障害・発達障害児（者）の福祉
の増進・自立のための施設運営を行い、社会の
理解によるノーマライゼーション社会の実現に
寄与することを目的とする。
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電話番号 （０８９）９１２―２３８４

� 説明書の交付の期間、場所及び方法

ア 期間

平成２６年１０月３日（金）から１４日（火）までの執務時間中

（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３号）

第１条第１項に規定する県の休日以外の日の午前８時３０分か

ら午後５時１５分までをいう。）

イ 場所

�に掲げる場所
ウ 方法

無料にて交付する。

� 参加表明書の受領の期限並びに提出の場所及び方法

ア 期限

平成２６年１０月１４日（火）午後５時１５分

イ 場所

�に掲げる場所
ウ 方法

持参し、又は郵送等により提出すること。ただし、郵送等

により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便で

これらに準ずるものに限る。

� 技術提案書の受領の期限並びに提出の場所及び方法

ア 期限

平成２６年１１月１４日（金）午後５時１５分

イ 場所

�に掲げる場所
ウ 方法

持参し、又は郵送等により提出すること。ただし、郵送等

により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便で

これらに準ずるものに限る。

４ その他

� 手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 契約書作成の要否

要

� 関連情報を入手するための照会窓口

愛媛県保健福祉部管理局医療対策課医療機関係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２３８４

� その他

詳細は、説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Reconstruction of Information System for Disasters and

Medical Emergencies and others，１ set

� Time limit to express interests：５：１５ p．m．，１４ October

２０１４

Time limit for the submission of proposals：５：１５ p．m．，

１４ November２０１４

� For further inquiries relating to the proposal，please

contact： Medical Institution Section，Medical Service

Measures Division，Administration Subdepartment，Health and

Welfare Department，Ehime Prefectural Government，４―４―２

Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２３８４

�公 告

技能検定の合格者について

職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）に基づき平成２６年７月５日から平成２６年９月７日までの間に実施した技能検定の合格者は、

次のとおりである。

平成２６年１０月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

造園（造園工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ３

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０

Ａ甲 １１ Ａ甲 １３ Ａ甲 １６ Ａ甲 １７

鋳造（鋳鉄鋳物鋳造作業）

２級

愛 媛 県 報平成２６年１０月３日 第２６１１号
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受 検 番 号

Ａ甲 ２

金属熱処理（一般熱処理作業）

１級

受 検 番 号

Ａ甲 １

機械加工（普通旋盤作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ５ Ｂ １ Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ４

Ｃ ５

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７ Ａ甲 ８

Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ｃ ２ Ｄ １

機械加工（数値制御旋盤作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ｂ １ Ｃ １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０

Ａ甲 １１ Ａ甲 １２ Ａ甲 １３ Ｂ １ Ｂ ２ Ｃ ２

Ｃ ３ Ｃ ４

機械加工（フライス盤作業）

２級

受 検 番 号

Ｃ ２

機械加工（数値制御フライス盤作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ｃ ２

２級

愛 媛 県 報平成２６年１０月３日 第２６１１号
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受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ｃ １

機械加工（マシニングセンタ作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ｃ １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

放電加工（数値制御形彫り放電加工作業）

２級

受 検 番 号

Ｂ １

鉄工（製缶作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ｃ １ Ｄ １

２級

受 検 番 号

Ｂ １

鉄工（構造物鉄工作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ｂ １ Ｂ ２ Ｄ １

２級

受 検 番 号

Ｃ １

建築板金（内外装板金作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ｃ １

愛 媛 県 報平成２６年１０月３日 第２６１１号
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仕上げ（治工具仕上げ作業）

１級

受 検 番 号

Ａ甲 １

仕上げ（機械組立仕上げ作業）

１級

受 検 番 号

Ｂ ２

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ｂ ２ Ｃ １

電子機器組立て（電子機器組立て作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ７ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ｂ １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ６

電気機器組立て（配電盤・制御盤組立て作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ｃ １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ７ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１

Ａ甲 １２ Ａ甲 １４ Ａ甲 １５ Ｂ １

産業車両整備（産業車両整備作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ７ Ｂ １

Ｂ ２ Ｂ ３

２級

愛 媛 県 報平成２６年１０月３日 第２６１１号

８４２



受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２

建設機械整備（建設機械整備作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ７ Ａ甲 ８

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ８

Ａ甲 ９ Ａ甲 １２ Ａ甲 １３ Ａ甲 １４ Ｂ １ Ｂ ２

Ｂ ３ Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ３ Ｃ ４

婦人子供服製造（婦人子供注文服製作作業）

２級

受 検 番 号

Ｃ １

家具製作（家具手加工作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ｃ １

建具製作（木製建具手加工作業）

１級

受 検 番 号

Ａ甲 １

２級

受 検 番 号

Ａ甲 ２

プラスチック成形（射出成形作業）

１級

受 検 番 号

Ｃ １

２級

愛 媛 県 報平成２６年１０月３日 第２６１１号
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受 検 番 号

Ａ甲 １

プラスチック成形（インフレーション成形作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ｃ ３

石材施工（石張り作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ａ甲 ５

石材施工（石積み作業）

１級

受 検 番 号

Ａ甲 ５

２級

受 検 番 号

Ｃ １

とび（とび作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７ Ａ甲 ８

Ａ甲 ９ Ｂ １ Ｂ ２

左官（左官作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ｂ ３

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ｃ １ Ｄ １

畳製作（畳製作作業）

１級

愛 媛 県 報平成２６年１０月３日 第２６１１号
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受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ｂ １ Ｃ １ Ｃ ２

防水施工（ウレタンゴム系塗膜防水工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ｃ １ Ｃ ２

２級

受 検 番 号

Ａ甲 １

防水施工（アクリルゴム系塗膜防水工事作業）

１級

受 検 番 号

Ａ甲 １

防水施工（シーリング防水工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ｂ １ Ｃ １ Ｃ ２

防水施工（ＦＲＰ防水工事作業）

１級

受 検 番 号

Ｃ １

内装仕上げ施工（鋼製下地工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ３

内装仕上げ施工（ボード仕上げ工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ｂ ２ Ｃ １ Ｃ ２

熱絶縁施工（保温保冷工事作業）

１級

愛 媛 県 報平成２６年１０月３日 第２６１１号

８４５



監 査 公 表

�公表第１５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２６年１０月３日

愛媛県監査委員 佐 伯 滿 孝

同 戒 能 潤之介

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ６ Ａ甲 ８ Ｂ １ Ｃ １

２級

受 検 番 号

Ａ甲 ２

サッシ施工（ビル用サッシ施工作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ｃ １

塗装（建築塗装作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 １２ Ａ甲 １４

Ａ甲 １６ Ａ甲 １９ Ｂ ２ Ｃ ４ Ｃ ５ Ｃ ７

Ｃ ８ Ｄ １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ｃ １

塗装（金属塗装作業）

１級

受 検 番 号

Ｃ １

２級

受 検 番 号

Ｃ ３

フラワー装飾（フラワー装飾作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５

愛 媛 県 報平成２６年１０月３日 第２６１１号
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同 徳 永 繁 樹

同 山之内 芳 夫

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

総 務 管 理 課 平成２６年８月２８日

人 事 課 平成２６年８月２８日

市 町 振 興 課 平成２６年８月２６日

私 学 文 書 課 平成２６年８月２８日

財 政 課 平成２６年９月２日

行 革 分 権 課 平成２６年８月２９日

税 務 課 平成２６年８月２９日

総 合 政 策 課 平成２６年８月１２日

秘 書 課 平成２６年８月１２日

広 報 広 聴 課 平成２６年８月１２日

統 計 課 平成２６年８月１２日

情 報 政 策 課 平成２６年８月１２日

地 域 政 策 課 平成２６年８月１９日

交 通 対 策 課 平成２６年８月１９日

文 化 ・ ス ポ ー ツ 振 興 課 平成２６年８月１９日

県 民 生 活 課 平成２６年８月７日

男 女 参 画 ・ 県 民 協 働 課 平成２６年８月７日

人 権 対 策 課 平成２６年８月７日

消 防 防 災 安 全 課 平成２６年８月１９日

危 機 管 理 課 平成２６年８月１９日

原 子 力 安 全 対 策 課 平成２６年８月１９日

環 境 政 策 課 平成２６年８月８日

循 環 型 社 会 推 進 課 平成２６年８月８日

自 然 保 護 課 平成２６年８月８日

保 健 福 祉 課 平成２６年８月２６日

医 療 対 策 課 平成２６年９月２日

健 康 増 進 課 平成２６年８月２５日

薬 務 衛 生 課 平成２６年８月２５日

子 育 て 支 援 課 平成２６年８月１１日

障 害 福 祉 課 平成２６年８月１１日

長 寿 介 護 課 平成２６年８月１１日

産 業 政 策 課 平成２６年８月６日

企 業 立 地 課 平成２６年８月６日

観 光 物 産 課 平成２６年８月６日

国 際 交 流 課 平成２６年８月６日

労 政 雇 用 課 平成２６年８月６日

産 業 創 出 課 平成２６年８月６日

経 営 支 援 課 平成２６年８月６日

農 政 課 平成２６年８月２１日

農 業 経 済 課 平成２６年８月２１日

ブ ラ ン ド 戦 略 課 平成２６年８月２１日

農 地 整 備 課 平成２６年８月２９日

農 産 園 芸 課 平成２６年８月２９日

畜 産 課 平成２６年８月２９日

林 業 政 策 課 平成２６年８月１２日

森 林 整 備 課 平成２６年８月１２日

漁 政 課 平成２６年８月２８日

水 産 課 平成２６年８月２８日

漁 港 課 平成２６年８月２８日

土 木 管 理 課 平成２６年８月２０日

用 地 課 平成２６年８月２０日

河 川 課 平成２６年８月２０日

水 資 源 対 策 課 平成２６年８月２０日

港 湾 海 岸 課 平成２６年８月２０日

砂 防 課 平成２６年８月２０日

道 路 建 設 課 平成２６年８月７日

道 路 維 持 課 平成２６年８月７日

都 市 計 画 課 平成２６年８月７日

都 市 整 備 課 平成２６年８月７日

建 築 住 宅 課 平成２６年８月８日

国 体 総 務 企 画 課 平成２６年８月８日

国 体 運 営 調 整 課 平成２６年８月８日

国 体 競 技 式 典 課 平成２６年８月８日

障 害 者 ス ポ ー ツ 大 会 課 平成２６年８月８日

出 納 局 平成２６年９月２日

人 事 委 員 会 事 務 局 平成２６年９月２日

議 会 事 務 局 平成２６年９月２日

監 査 事 務 局 平成２６年８月２９日

労 働 委 員 会 事 務 局 平成２６年８月２９日

（監査の結果）

平成２５年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 収入未済の代執行費用徴収金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１７年度 ６者 ５７，３９３，１８３ 平成２５年度決
算による

（循環型社会推進課）

２ 生活安定資金貸付金償還金について、収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ０ ４８，０９８，５５０ ４８，０９８，５５０

金額は各年度
の決算による２４年度 ０ ４８，２５０，５００ ４８，２５０，５００

差引増減 ０ △１５１，９５０ △１５１，９５０

（保健福祉課）

３ 看護職員修学資金貸付金償還金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、より一層努められたい。
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区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ２１６，０００ １，４２２，０００ １，６３８，０００

金額は各年度
の決算による２４年度 ５６４，０００ ８５８，０００ １，４２２，０００

差引増減 △３４８，０００ ５６４，０００ ２１６，０００

（医療対策課）

４ 自立支援医療機関（精神通院医療）の指定事務等について、平成２４

年度において新規の指定、更新、変更の申請書の大半を未処理のまま

放置したため、これに伴い平成２５年度においても処理が遅延し、計６６

５件（平成２４年度分５７０件、平成２５年度分９５件）の申請に対する処理が

遅延していた。 （健康増進課）

５ 児童扶養手当返還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の

縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ４１，４３０ ２，１５０，４３０ ２，１９１，８６０

金額は各年度
の決算による２４年度 ３３３，０８０ ２，２３９，３９０ ２，５７２，４７０

差引増減 △２９１，６５０ △８８，９６０ △３８０，６１０

（子育て支援課）

６ 収入未済の入所施設等保護者負担金（母子生活支援施設に係るもの）

について、納期限内の収入確保に努めるとともに、督促状（愛媛県公

有財産及び債権に係る事務取扱規則第３８条第１項）の送付及び債権管

理簿（同規則第３７条）の調製がされていなかったので、適切に債権管

理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２５年度 １者 １，１００ 平成２５年度決
算による

（子育て支援課）

７ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努めら

れたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 １５，３９０，３５３ ２２４，８０３，５９８ ２４０，１９３，９５１

金額は各年度
の決算による２４年度 １７，１２５，３５１ ２１０，５１８，５４６ ２２７，６４３，８９７

差引増減 △１，７３４，９９８ １４，２８５，０５２ １２，５５０，０５４

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ７２２，５４７ ２０，６６１，７８８ ２１，３８４，３３５

金額は各年度
の決算による２４年度 ８９５，６５３ １９，９７８，４７５ ２０，８７４，１２８

差引増減 △１７３，１０６ ６８３，３１３ ５１０，２０７

（子育て支援課）

８ 収入未済の心身障害者扶養共済年金過払金について、適切に債権管

理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度及び２０年度 １者 ３２９，０００ 平成２５年度決
算による

（障害福祉課）

９ 職員（１名）の出張について、旅行命令権者が発した旅行命令とは

異なる交通手段を利用していたほか、当該出張に係る旅費について、

出張者は、実際に利用した自家用車の行程により計算した旅費を請求

すべきであったにもかかわらず、旅行命令に基づく航空機利用（自己

手配）等の行程により計算した旅費を請求し、さらに、所属において

現に支払った航空賃の額を領収書等により確認しなかったため、１６，５

１４円が過支給となっていた。 （障害福祉課）

１０ 収入未済の企業立地促進事業費補助金返還金について、適切に債権

管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 ３４，７９６，０００ 平成２５年度決
算による

（企業立地課）

１１ 収入未済の地域改善対策職業訓練受講資金等貸付金償還金について、

適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１４年度～１８年度 １者 ４３，５００ 平成２５年度決
算による

（労政雇用課）

１２ 中小企業振興資金特別会計における高度化資金貸付金償還金、繊維

工業構造改善資金貸付金償還金、設備近代化資金貸付金償還金及び施

設共同化資金貸付金償還金について、収入未済額の縮減に、引き続き

努められたい。

（高度化資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ０ ９５８，９４２，５３０ ９５８，９４２，５３０

金額は各年度
の決算による２４年度 ０ ９５８，９４２，５３０ ９５８，９４２，５３０

差引増減 ０ ０ ０

（繊維工業構造改善資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ０ ２０４，９１０，１８４ ２０４，９１０，１８４

金額は各年度
の決算による２４年度 ０ ２０６，３３５，９４９ ２０６，３３５，９４９

差引増減 ０ △１，４２５，７６５ △１，４２５，７６５

（設備近代化資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ０ ５，１８０，０００ ５，１８０，０００

金額は各年度
の決算による２４年度 ０ ５，３８０，０００ ５，３８０，０００

差引増減 ０ △２００，０００ △２００，０００

（施設共同化資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ０ ９，３２２，７７９ ９，３２２，７７９

金額は各年度
の決算による２４年度 ０ ９，３２２，７７９ ９，３２２，７７９

差引増減 ０ ０ ０
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（経営支援課）

１３ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金について、

納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ８，０００，０００ ５１，７１７，９４７ ５９，７１７，９４７

金額は各年度
の決算による２４年度 １３，０７１，０００ ４３，８３９，９４７ ５６，９１０，９４７

差引増減 △５，０７１，０００ ７，８７８，０００ ２，８０７，０００

（林業政策課）

１４ 林業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還金に

伴うもの）について、納期限内の収入確保に努めるとともに、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１５年度～１６年度、
１９年度～２１年度
及び２５年度

５者 １，６５３，７４８ 平成２５年度決
算による

（林業政策課）

１５ 県有林経営事業特別会計については、昭和５９年度以降歳入不足額が

生じ、毎年度繰上充用の措置が講じられているところであるが、平成

２５年度末の歳入不足額は２３億９３６万円と、前年度より２，０８０万円増加し

ており、さらに、平成２５年度の木材価格は県営林経営改善計画策定当

時（平成１１年度）の６割程度にまで下落していることから、今後の健

全な経営に向けてより一層の努力が望まれる。 （森林整備課）

１６ 沿岸漁業改善資金特別会計における沿岸漁業改善資金貸付金償還金

について、収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ０ ２，２３４，０００ ２，２３４，０００

金額は各年度
の決算による２４年度 ０ ２，３８５，０００ ２，３８５，０００

差引増減 ０ △１５１，０００ △１５１，０００

（漁政課）

１７ 沿岸漁業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還

金に伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２２年度 １者 ９６９，５１７ 平成２５年度決
算による

（漁政課）

１８ 住宅貸付損害金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減

に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ４０４，２３１ ３１，６２５，６２４ ３２，０２９，８５５

金額は各年度
の決算による２４年度 １，３１４，６４５ ３４，８７５，６２３ ３６，１９０，２６８

差引増減 △９１０，４１４ △３，２４９，９９９ △４，１６０，４１３

（建築住宅課）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局

総 務 企 画 部 平成２６年７月１４日、
平成２６年７月１７日

健 康 福 祉 環 境 部 平成２６年７月１４日、
平成２６年７月１７日

四 国 中 央 保 健 所 平成２６年７月１４日

産 業 経 済 部 平成２６年７月１７日

東 予 家 畜 保 健 衛 生 所 平成２６年７月１７日

建 設 部 平成２６年７月１４日

四 国 中 央 土 木 事 務 所 平成２６年７月１４日

今 治 土 木 事 務 所 平成２６年７月１７日

鹿 森 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２６年７月１４日

黒 瀬 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２６年７月１４日

玉 川 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２６年７月１７日

台 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２６年７月１７日

出 納 室 平成２６年７月１４日

（監査の結果）

平成２５年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ３０４，３５９，６２４ ６９２，６０８，１４３ ９９６，９６７，７６７
金額は各
年度の決
算による

２４年度 ３３５，７０１，８３７ ８６４，４１３，００９ １，２００，１１４，８４６

差引増減 △３１，３４２，２１３ △１７１，８０４，８６６ △２０３，１４７，０７９

（総務企画部）

２ 生活保護費戻入金について、収入未済額の縮減に、引き続き努めら

れたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ０ ３１４，５０５ ３１４，５０５
金額は各
年度の決
算による

２４年度 ２４，０００ ２９０，５０５ ３１４，５０５

差引増減 △２４，０００ ２４，０００ ０

（健康福祉環境部）

３ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努

められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 １０，３２０，７６４ ２３，５８０，９６３ ３３，９０１，７２７
金額は各
年度の決
算による

２４年度 ９，５４２，７４４ １７，６４９，０６９ ２７，１９１，８１３

差引増減 ７７８，０２０ ５，９３１，８９４ ６，７０９，９１４

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ２７４，４００ １，３１８，２１６ １，５９２，６１６
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２４年度 ２７２，５１６ １，１５１，１４０ １，４２３，６５６
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １，８８４ １６７，０７６ １６８，９６０

（健康福祉環境部）

４ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 １，６１２，３００ ６，２００，６００ ７，８１２，９００
金額は各
年度の決
算による

２４年度 １，７６８，５００ ６，２１８，３００ ７，９８６，８００

差引増減 △１５６，２００ △１７，７００ △１７３，９００

（建設部）

５ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債 務 者 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 １１５，６８８ 平成２５年度決算による

（建設部）

６ 道路占用料（１件 ６２０円）が未調定となっていた。 （建設部）

７ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ４４８，５００ ３，３７３，３００ ３，８２１，８００
金額は各
年度の決
算による

２４年度 ５５０，５００ ３，４５６，６００ ４，００７，１００

差引増減 △１０２，０００ △８３，３００ △１８５，３００

（建設部（今治土木事務所））

８ 道路占用等に係る許認可事務について、平成２４年度から平成２５年度

にかけて、決裁を経ない公文書の施行や口頭での許可、申請の未処理

など不適正な事務処理を行っているものが多数（計２７３件）あり、う

ち一部で占用料が未調定（計２０件 １６３，４８４円）となっていた。

（建設部（今治土木事務所））

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局

総 務 企 画 部 平成２６年７月２３日

健 康 福 祉 環 境 部 平成２６年７月２４日

産 業 経 済 部 平成２６年７月２４日

中 予 家 畜 保 健 衛 生 所 平成２６年７月２４日

建 設 部 平成２６年７月２３日

久 万 高 原 土 木 事 務 所 平成２６年７月２３日

出 納 室 平成２６年７月２３日

（監査の結果）

平成２５年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ４５０，５３０，８９８ １，４５０，４２８，２７０ １，９００，９５９，１６８
金額は各
年度の決
算による

２４年度 ５０３，０５７，４２５ １，６６６，８７６，１１９ ２，１６９，９３３，５４４

差引増減 △５２，５２６，５２７ △２１６，４４７，８４９ △２６８，９７４，３７６

（総務企画部）

２ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 １，８９２，５３７ ４，１５０，６２４ ６，０４３，１６１
金額は各
年度の決
算による

２４年度 １，００２，５８１ ３，４０６，０４３ ４，４０８，６２４

差引増減 ８８９，９５６ ７４４，５８１ １，６３４，５３７

（健康福祉環境部）

３ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努

められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 １，６９６，５８２ ６，１０２，８７９ ７，７９９，４６１
金額は各
年度の決
算による

２４年度 １，５７３，２８６ ５，０７６，８３４ ６，６５０，１２０

差引増減 １２３，２９６ １，０２６，０４５ １，１４９，３４１

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 １３３，３２８ １，５５２，３３０ １，６８５，６５８
金額は各
年度の決
算による

２４年度 １４９，９９４ １，５３５，６６４ １，６８５，６５８

差引増減 △１６，６６６ １６，６６６ ０

（健康福祉環境部）

４ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債 務 者 収入未済額（円） 備 考

１６年度 １者 ９７，０１６ 平成２５年度決
算による

（産業経済部）

５ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ７，０６２，８００ ２６，４１９，５６７ ３３，４８２，３６７
金額は各
年度の決
算による

２４年度 ７，７３５，３０７ ４７，４５５，８７０ ５５，１９１，１７７

差引増減 △６７２，５０７ △２１，０３６，３０３ △２１，７０８，８１０

（建設部）

６ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの）について、適切に債権管理されたい。
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調定年度 債 務 者 収入未済額（円） 備 考

２１年度及び２２年度 ２者 ８３，０４４ 平成２５年度決
算による

（建設部）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局

総 務 企 画 部 平成２６年７月１４日、
平成２６年７月１６日

健 康 福 祉 環 境 部 平成２６年７月１４日、
平成２６年７月１６日

産 業 経 済 部 平成２６年７月１４日、
平成２６年７月１６日

南 予 家 畜 保 健 衛 生 所 平成２６年７月１６日

建 設 部 平成２６年７月１４日

大 洲 土 木 事 務 所 平成２６年７月１６日

八 幡 浜 土 木 事 務 所 平成２６年７月１６日

西 予 土 木 事 務 所 平成２６年７月１６日

愛 南 土 木 事 務 所 平成２６年７月１４日

須 賀 川 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２６年７月１４日

山 財 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２６年７月１４日

出 納 室 平成２６年７月１４日

（監査の結果）

平成２５年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ８５，８１７，６６７ １９６，１５９，７７０ ２８１，９７７，４３７
金額は各
年度の決
算による

２４年度 １００，４３４，９５４ ２５０，２６５，０７２ ３５０，７００，０２６

差引増減 △１４，６１７，２８７ △５４，１０５，３０２ △６８，７２２，５８９

（総務企画部）

２ 現金支給した新規採用職員（１名）の平成２５年４月分給与について、

支給定日から１２日遅延して支給していたほか、翌５月分についても手

続の不備により現金支給としたところ、両月分とも給与明細書への受

領印を徴しておらず、また給与資金前渡担任者による精算手続を怠っ

ていた。 （総務企画部（八幡浜支局））

３ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ４３４，８０３ ９，２８５，５０８ ９，７２０，３１１
金額は各
年度の決
算による

２４年度 ２，０１５，９９３ ８，２００，４４６ １０，２１６，４３９

差引増減 △１，５８１，１９０ １，０８５，０６２ △４９６，１２８

（健康福祉環境部）

４ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努

められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ５，７６６，６６４ １３，９３４，０１９ １９，７００，６８３
金額は各
年度の決
算による

２４年度 ５，２６２，４９３ １０，４５７，６０７ １５，７２０，１００

差引増減 ５０４，１７１ ３，４７６，４１２ ３，９８０，５８３

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ３７９，０４４ ２，１５７，２５３ ２，５３６，２９７
金額は各
年度の決
算による

２４年度 ３１９，１１４ １，９７５，２５３ ２，２９４，３６７

差引増減 ５９，９３０ １８２，０００ ２４１，９３０

（健康福祉環境部）

５ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ４０８，７７４ ７０５，９６５ １，１１４，７３９
金額は各
年度の決
算による

２４年度 １５９，９６５ ６０４，０００ ７６３，９６５

差引増減 ２４８，８０９ １０１，９６５ ３５０，７７４

（健康福祉環境部（八幡浜支局））

６ 収入未済の賠償金（公用車事故に伴うもの）について、適切に債権

管理されたい。

調定年度 債 務 者 収入未済額（円） 備 考

２２年度 １者 １９１，７７５ 平成２５年度決算による

（産業経済部（八幡浜支局））

７ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ８０３，５００ ７６９，４００ １，５７２，９００
金額は各
年度の決
算による

２４年度 ８０１，０００ １，３０５，８００ ２，１０６，８００

差引増減 ２，５００ △５３６，４００ △５３３，９００

（建設部）

８ 職員の不注意により公用車による事故が発生（１件）し、相手方の

人的被害及び車両の毀損があり、県に多額の損害を与えた。

（建設部）

９ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 １５８，４００ ９４６，９００ １，１０５，３００
金額は各
年度の決
算による

２４年度 １０４，６００ ９３１，０００ １，０３５，６００

差引増減 ５３，８００ １５，９００ ６９，７００
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（建設部（八幡浜土木事務所））

１０ 職員の不注意により公用車による事故が発生（１件）し、相手方の

人的被害があったほか、当該車両の廃車及び相手方車両の毀損があり、

県に多額の損害を与えた。 （建設部（愛南土木事務所））

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 京 事 務 所 平成２６年４月９日

研 修 所 平成２６年４月９日

消 防 学 校 平成２６年４月９日

消 費 生 活 セ ン タ ー 平成２６年４月９日

原 子 力 セ ン タ ー 平成２６年４月９日

中 央 児 童 相 談 所 平成２６年５月２１日

東 予 児 童 相 談 所 平成２６年５月１２日

南 予 児 童 相 談 所 平成２６年５月２０日

食 肉 衛 生 検 査 セ ン タ ー 平成２６年５月２１日

動 物 愛 護 セ ン タ ー 平成２６年４月１６日

衛 生 環 境 研 究 所 平成２６年４月１５日

心 と 体 の 健 康 セ ン タ ー 平成２６年４月９日

看 護 専 門 学 校 平成２６年４月９日

身 体 障 害 者 更 生 相 談 所 平成２６年５月２１日

婦 人 相 談 所 平成２６年５月２１日

知 的 障 害 者 更 生 相 談 所 平成２６年５月２１日

子 ど も 療 育 セ ン タ ー 平成２６年５月１２日

え ひ め 学 園 平成２６年４月９日

計 量 検 定 所 平成２６年５月１２日

産 業 技 術 研 究 所
平成２６年４月９日、
平成２６年４月１６日、
平成２６年５月９日

新 居 浜 高 等 技 術 専 門 校 平成２６年４月９日

今 治 高 等 技 術 専 門 校 平成２６年４月９日

松 山 高 等 技 術 専 門 校 平成２６年５月２１日

宇 和 島 高 等 技 術 専 門 校 平成２６年５月２０日

大 阪 事 務 所 平成２６年５月１６日

病 害 虫 防 除 所 平成２６年４月９日

農 業 大 学 校 平成２６年４月９日

農 林 水 産 研 究 所
平成２６年４月９日、
平成２６年４月１５日、
平成２６年５月９日、
平成２６年５月２１日

家 畜 病 性 鑑 定 所 平成２６年５月２１日

（監査の結果）

平成２５年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ５，２７７，３７０ ２６，８２３，９３０ ３２，１０１，３００

２４年度 ５，９８９，５００ ２６，６４３，１２０ ３２，６３２，６２０ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △７１２，１３０ １８０，８１０ △５３１，３２０

（中央児童相談所）

２ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ２，２１０，３４１ ９，４７６，９２０ １１，６８７，２６１

金額は各年度
の決算による２４年度 ２，４７８，１９０ ７，７１７，０３８ １０，１９５，２２８

差引増減 △２６７，８４９ １，７５９，８８２ １，４９２，０３３

（東予児童相談所）

３ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 １，８０５，２５０ ３，０６２，４９０ ４，８６７，７４０

金額は各年度
の決算による２４年度 １，６３６，６２０ ２，９８８，７６０ ４，６２５，３８０

差引増減 １６８，６３０ ７３，７３０ ２４２，３６０

（南予児童相談所）

４ 子ども療育センター利用料金について、納期限内の収入確保に努め

るとともに、滞納繰越額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 １，３１１，５４３ ３，２５６，６９６ ４，５６８，２３９

金額は各年度
の決算による２４年度 １，０３５，０４７ ３，１１７，３７９ ４，１５２，４２６

差引増減 ２７６，４９６ １３９，３１７ ４１５，８１３

（子ども療育センター）

５ 職員（１名）の通勤手当について、交通用具使用距離の認定の誤り

により、１５６，０００円（平成２０年８月から平成２５年１２月までの６５か月分）

が過支給となっていた。

（産業技術研究所 繊維産業技術センター）

６ 収入未済の授業料について、納期限内の収入確保に努めるとともに、

適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２５年度 １者 ４９，５００ 平成２５年度決算による

（今治高等技術専門校）

７ 収入未済の研修受講料（農家担い手支援塾）について、適切に債権

管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２１年度 １者 ２０，０００ 平成２５年度決算による

（農業大学校）

８ 収入未済の食卵委託販売契約に係る生産物売払収入について、適切

に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２５年度 １者 １，３６６，４８４ 平成２５年度決算による

（農林水産研究所 畜産研究センター養鶏研究所）
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

教 育 総 務 課 平成２６年８月２６日

生 涯 学 習 課 平成２６年８月２６日

文 化 財 保 護 課 平成２６年８月２６日

保 健 体 育 課 平成２６年８月２６日

義 務 教 育 課 平成２６年８月１１日

高 校 教 育 課 平成２６年８月１１日

人 権 教 育 課 平成２６年８月１１日

特 別 支 援 教 育 課 平成２６年８月１１日

中 予 教 育 事 務 所 平成２６年４月１６日

東 予 教 育 事 務 所 平成２６年４月９日

南 予 教 育 事 務 所 平成２６年５月２０日

総 合 教 育 セ ン タ ー 平成２６年４月９日

総 合 科 学 博 物 館 平成２６年４月９日

歴 史 文 化 博 物 館 平成２６年４月９日

図 書 館 平成２６年４月１５日

美 術 館 平成２６年４月１６日

川 之 江 高 等 学 校 平成２６年１月１５日

三 島 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

土 居 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

新 居 浜 東 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

新 居 浜 西 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

新 居 浜 南 高 等 学 校 平成２６年１月１５日

新 居 浜 工 業 高 等 学 校 平成２６年１月１５日

新 居 浜 商 業 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

西 条 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

西 条 農 業 高 等 学 校 平成２６年１月１０日

小 松 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

東 予 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

丹 原 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

今 治 西 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

今 治 南 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

今 治 北 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

今 治 工 業 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

伯 方 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

弓 削 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

北 条 高 等 学 校 平成２６年１月１４日

松 山 東 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

松 山 南 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

松 山 北 高 等 学 校 平成２６年１月１４日

松 山 中 央 高 等 学 校 平成２６年１月１０日

松 山 工 業 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

松 山 商 業 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

東 温 高 等 学 校 平成２６年１月１０日

上 浮 穴 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

小 田 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

伊 予 農 業 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

伊 予 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

大 洲 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

大 洲 農 業 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

長 浜 高 等 学 校 平成２６年１月１０日

内 子 高 等 学 校 平成２６年１月１０日

八 幡 浜 高 等 学 校 平成２６年１月１４日

八 幡 浜 工 業 高 等 学 校 平成２６年１月１４日

川 之 石 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

三 崎 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

三 瓶 高 等 学 校 平成２６年１月１４日

宇 和 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

野 村 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

宇 和 島 東 高 等 学 校 平成２６年１月２０日

宇 和 島 水 産 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

吉 田 高 等 学 校 平成２６年１月２０日

三 間 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

北 宇 和 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

津 島 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

南 宇 和 高 等 学 校 平成２５年１２月１２日

今 治 東 中 等 教 育 学 校 平成２５年１２月１２日

松 山 西 中 等 教 育 学 校 平成２６年１月１４日

宇 和 島 南 中 等 教 育 学 校 平成２６年１月２０日

松 山 盲 学 校 平成２６年１月１４日

松 山 聾 学 校 平成２５年１２月１２日

し げ の ぶ 特 別 支 援 学 校 平成２５年１２月１２日

み な ら 特 別 支 援 学 校 平成２５年１２月１２日

今 治 特 別 支 援 学 校 平成２５年１２月１２日

宇 和 特 別 支 援 学 校 平成２６年１月１０日

新 居 浜 特 別 支 援 学 校 平成２５年１２月１２日

（監査の結果）

平成２５年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金について、納期限

内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ５０，３５８，０００ ９０，９３１，４００ １４１，２８９，４００

金額は各年度
の決算による２４年度 ４６，３９４，０００ ６５，８６０，４００ １１２，２５４，４００

差引増減 ３，９６４，０００ ２５，０７１，０００ ２９，０３５，０００

（教育総務課）

２ 地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金について、納期限

内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努められたい。
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区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ４８，６７４，５７４ ４５１，６７５，６２９ ５００，３５０，２０３

金額は各年度
の決算による２４年度 ４８，６６２，４８２ ４１７，１３２，３６０ ４６５，７９４，８４２

差引増減 １２，０９２ ３４，５４３，２６９ ３４，５５５，３６１

（人権教育課）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

警 察 本 部 平成２６年８月２５日

四 国 中 央 警 察 署 平成２６年２月４日

新 居 浜 警 察 署 平成２６年２月５日

西 条 警 察 署 平成２６年２月４日

西 条 西 警 察 署 平成２６年２月５日

今 治 警 察 署 平成２６年２月４日

伯 方 警 察 署 平成２６年２月５日

松 山 東 警 察 署 平成２６年２月４日

松 山 西 警 察 署 平成２６年２月５日

松 山 南 警 察 署 平成２６年２月４日

久 万 高 原 警 察 署 平成２６年２月６日

伊 予 警 察 署 平成２６年２月４日

大 洲 警 察 署 平成２６年２月６日

八 幡 浜 警 察 署 平成２６年２月４日

西 予 警 察 署 平成２６年２月１４日

宇 和 島 警 察 署 平成２６年２月１４日

愛 南 警 察 署 平成２６年２月４日

（監査の結果）

平成２５年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 放置違反金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 １，９５１，０００ ８，１２９，３５６ １０，０８０，３５６

金額は各年度
の決算による２４年度 ２，９３７，０００ １０，８９８，７６３ １３，８３５，７６３

差引増減 △９８６，０００ △２，７６９，４０７ △３，７５５，４０７

（警察本部）

２ 延滞金（放置違反金に伴うもの）について、納期限内の収入確保と

収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ５１０，１００ １，７０２，７００ ２，２１２，８００

金額は各年度
の決算による２４年度 ６００，９００ ２，３３０，４００ ２，９３１，３００

差引増減 △９０，８００ △６２７，７００ △７１８，５００

（警察本部）

３ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１７年度及び１９年度 ２者 ８０９，０００ 平成２５年度決
算による

（警察本部）

４ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（７件）し、当該車

両及び相手方の車両の毀損があった。 （警察本部）

５ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（５件）し、相手方

の人的被害があったほか、当該車両及び相手方の車両の毀損（うち警

察車両１台の廃車）があった。 （四国中央警察署）

６ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（３件）し、相手方

の人的被害があったほか、当該車両及び相手方の車両の毀損（うち警

察車両１台の廃車）があり、県に多額の損害を与えた。

（新居浜警察署）

７ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１８年度 １者 ７８９，９３１ 平成２５年度決
算による

（今治警察署）

８ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（５件）し、当該車

両の毀損があり、県に多額の損害を与えた。 （今治警察署）

９ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（６件）し、当該車

両及び相手方の車両等の毀損があった。 （松山西警察署）

１０ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２３年度 １者 ２８５，０００ 平成２５年度決
算による

（宇和島警察署）

１１ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（５件）し、当該車

両及び相手方工作物の毀損があった。 （宇和島警察署）
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